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 開発機械第22号の１に同じ。
 開発機械第23号の１に同じ。
 開発機械第22号の１に同じ。
２ 開発機械第23号の２に同じ。
３ 入札書の提出場所等
 開発機械第22号の３に同じ。
 開発機械第22号の３に同じ。
 開発機械第22号の３に同じ。
 電子調達システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る申請書等の受領期限 平成31年４月11日12
時00分
 電子調達システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 平成31年５月
15日12時00分
 開札の日時及び場所 平成31年５月16日10
時20分 北海道開発局事業振興部機械課
 開発機械第23号の３に同じ。
４ 開発機械第22号の４に同じ。
５ Summary

 The same with the notice above (No. 22)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 17

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Small type rotary snow plow

(1.5m class, rotary type) Quantity : 4

 Delivery period : 31 October 2019

 The same with the notice above (No. 22)

 The same with the notice above (No. 23)

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 p.m. 11 April 2019

 Time limit for tender : 12 : 00 p.m. 15 May

2019

 The same with the notice above (No. 22)

〇開発機械第 25 号（№25）
１ 調達内容
 品目分類番号 17
 購入等件名及び数量
小形除雪車（15ｍ級、兼用式）３台（電
子入札対象案件）
 開発機械第22号の１に同じ。
 納入期限 平成31年10月31日
 開発機械第22号の１に同じ。
 開発機械第23号の１に同じ。
 開発機械第22号の１に同じ。

２ 開発機械第23号の２に同じ。
３ 入札書の提出場所等
 開発機械第22号の３に同じ。
 開発機械第22号の３に同じ。
 開発機械第22号の３に同じ。
 電子調達システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る申請書等の受領期限 平成31年４月11日12
時00分
 電子調達システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 平成31年５月
15日12時00分
 開札の日時及び場所 平成31年５月16日10
時40分 北海道開発局事業振興部機械課
 開発機械第22号の３に同じ。
４ 開発機械第22号の４に同じ。
５ Summary

 The same with the notice above (No. 22)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 17

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Small type rotary snow plow

(1.5m class, blade combination type) Quan‑

tity : 3

 Delivery period : 31 October 2019

 The same with the notice above (No. 22)

 The same with the notice above (No. 23)

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 p.m. 11 April 2019

 Time limit for tender : 12 : 00 p.m. 15 May

2019

 The same with the notice above (No. 22)

〇開発機械第 26 号（№26）
１ 調達内容
 品目分類番号 17
 購入等件名及び数量
凍結防止剤散布車（湿式、40級外）６
台（電子入札対象案件）
 開発機械第22号の１に同じ。
 納入期限 平成31年10月31日
 開発機械第22号の１に同じ。
 入札方法 国の所有に属する自動車等との
交換契約とし総価で行う。なお、落札決定に
当たっては、入札書に記載された交換差金（自
動車重量税及び新規に購入する自動車に係る

リサイクル料金等を含む）に、国が引渡す物
品と国が購入する物品の差額（自動車重量税
及びリサイクル料金等を除く）の100分の８
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てた金額）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、国が引渡す物品と国が購入する物品の
差額（自動車重量税及びリサイクル料金等を
除く）の108分の100に相当する金額に自動車
重量税及びリサイクル料金等を加算した金額
を記載すること。また、自動車重量税（不課
税）についてはその金額を、リサイクル料金
等については、資金管理料金（消費税及び地
方消費税を含む）と再資源化等預託金及び情
報管理預託金（不課税）を区分し、入札時に
「リサイクル料金等内訳書」を提出すること。
 開発機械第22号の１に同じ。
２ 開発機械第23号の２に同じ。
３ 入札書の提出場所等
 開発機械第22号の３に同じ。
 開発機械第22号の３に同じ。
 開発機械第22号の３に同じ。
 電子調達システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る申請書等の受領期限 平成31年４月11日12
時00分
 電子調達システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 平成31年５月
15日12時00分
 開札の日時及び場所 平成31年５月16日11
時00分 北海道開発局事業振興部機械課
 開発機械第22号の３に同じ。
４ 開発機械第22号の４に同じ。
５ Summary

 The same with the notice above (No. 22)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 17

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Truck mounted material sp‑

reader (Wet type, carrying capacity 4.0
class and others) Quantity : 6

 Delivery period : 31 October 2019

 The same with the notice above (No. 22)

 The same with the notice above (No. 23)

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 p.m. 11 April 2019

 Time limit for tender : 12 : 00 p.m. 15 May

2019

 The same with the notice above (No. 22)

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本入札に係わる落札及び契約締結は、当
該契約に係る平成31年度本予算が成立し、予算示
達がなされることを条件とする。
平成 31 年３月 12 日

支出負担行為担当官
大阪航空局長 川勝 弘彦

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27
〇阪空契第 2060 号
１ 調達内容
 品目分類番号 17
 調達物品及び数量 空港用高速ロータリ除
雪車１台の製造（小松空港向け）（電子入札対
象案件）
 調達物品の特質等 空港において誘導路及
びエプロン等の除雪作業及びトラック排雪作
業に使用するための空港用高速ロータリ除雪
車を製造するもの。
最大除雪幅：26ｍ
除雪作業量：23ｔ／ｈ以上（作業速度30㎞／
ｈ時）
なお、詳細は仕様書による。
 電子調達システムの利用 本案件は、証明
書等の提出、入札を電子調達システムで行う
対象案件である。なお、電子調達システムに
よりがたい場合は、紙入札方式参加願を提出
するものとする。
 納入期限 平成31年12月６日
 納入場所 小松空港事務所（石川県小松市
浮柳町ヨ21）
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の８パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の108分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。
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